
あなたに該当する枠（いずれか1つ）内の書類の写しをご提出ください。
※ 書類は、いずれも就業実態を証明する直近のものを提出してください。

(1) 就業実態区分が１（法人事業主）・３（法人役員）

(2) 就業実態区分が２（個人事業主）

注意 [上記(2)の①③④：要収受印・屋号・建設関連の職種]

(3) 就業実態区分が７（社保適用対象）

注意 [5人以上個人事業所は従業員のみ適用除外承認証を提出]

(4) 就業実態区分が８（社保適用対象外）

(5) 就業実態区分が４（一人親方）・５（外注）・６（日当）

①がない場合 ⇓

②がない場合 ⇓

③がない場合 ⇓

④がない場合 ⇓

建設産業で法人事業所の短時間
労働者又は4人以下個人事業所で

働き、賃金をもらうようになった
（(3)に該当しない人）
【労働者・従業員等】

→

労
働
者
等

【法人事業所、5人以上個人事業所及び任意適用事業所】
・労働実態が確認できる出勤簿・ﾀｲﾑｶｰﾄﾞ等（事業所名必須）
・事業所従事者証明書（社保適用対象外であることを確認するために、出勤簿等の就業実態
を確認する書類と一緒に事業所従事者証明書の提出が必要）
※東京土建に加入していない事業主に雇用されている場合は、事業所の業種を確認するた
め、法人事業所は登記簿謄本（履歴事項全部証明書）および事業内容を確認できる書類（上
記（1）㋐～㋓いずれか1点）、個人事業所は、事業主の業種確認書類（上記(2)、社名と業種
がわかるもの）を提出。

【4人以下の個人事業所（任意適用事業所以外）】
源泉徴収票・給与明細書（事業所名必須）、建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の登録画
面の写し等、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（雇用されたばかりで給与明細書等
が提出できない場合）
※東京土建に加入していない事業主に雇用されている者は、事業所の業種を確認するため
に上記(2)、社名と業種がわかるものを提出。

提
　
出
　
書
　
類

④
個人事業の開業等届出書の写し（申請から1年以内のものに限る）を提出

⑤ 事業内容が特定できる工事請負契約書又は発注書、建設キャリアアップシステム（Ｃ
ＣＵＳ）の登録画面の写し等などを提出。

個
　
人

一人親方又は、
外注手間請け又は、

日当で働くようになった

→
① 所得税の確定申告書の控え（要収受印・屋号・職種・建設関連）を提出。

※e-Tax（ネット申告）の場合は、要受付番号

② 建設業許可・登録電気工事事業登録証・建築士事務所登録証を提出。
　（建設産業の職種・商号等が確認できる都道府県または市区町村等の地方自治体
から受けた建設産業に関する認可・許可・登録・名簿登載等の証明書類に代えても
可。）

③ 労働保険保険料申告書の控え・労災保険特別加入証明書等を提出。

事
　
業
　
所

法人事業所（建設産業）の
事業主（役員）になった

→

法
人
事
業
主
・
役
員

・登記簿謄本（履歴事項全部証明書）※必須
・事業内容を確認する書類　※初めて登録する事業所の場合
（下記㋐～㋓のいずれか1点を提出）
　㋐新規適用届・法人設立届出書の控え（設立から6か月以内の場合）要収受印）
　㋑建設業許可通知・登録電気工事事業登録証・建築士事務所登録証
　㋒労働保険保険料申告書の控え・労働保険特別加入証明書等
　㋓工事請負契約書又は発注書等

【法人設立日（就任日）と適用の開始が同日の場合】
・健康保険適用除外承認証
【法人設立日（就任日）以降報酬がない場合】
・法人設立日（就任日）以降報酬が無いことを確認できる書類（下記①～③のうちいず
れか１点を提出）
①決算書②法人税申告書の控え③取締役会議事録

個人事業所（建設産業）の
事業主になった

→

個
人
事
業
主

下記①～⑤のうち、いずれか１点を提出。（数字の小さいものを優先）

①所得税の確定申告書の控え
②建設業許可通知・登録電気工事事業登録証・建築士事務所登録証
③労働保険保険料申告書の控え・労働保険特別加入証明書等
④個人事業の開業等届出書の写し（申請から1年以内のものに限る）
⑤工事請負契約書又は発注書、建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の登録画面の写
し等。

建設産業で法人事業所又は
５人以上個人事業所で働き、

賃金をもらうようになった
【常用労働者・従業員等】

→

常
用
労
働
者

健康保険適用除外承認証

※東京土建に加入していない事業主に雇用されている人は、事業所の業種を確認するため
に法人事業所の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）および事業内容を確認する書類（上記
（1）㋐～㋓いずれか1点）を提出。個人事業所は上記(2)の①～⑤のいずれか1点を提出。
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